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地域における通信環境の実態調査 結果報告②

モビリティ・通信事業本部

ＩＣＴインフラ戦略グループ

活力ある地域社会の実現に向けた情報通信基盤と利活用の在り方に関する懇談会 /

地域におけるデジタル技術の利活用を支えるデジタル基盤の利用環境の在り方ＷＧ
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本資料の位置づけ

区分
地方公共団体向けアンケート

（主に公共施設）
住民向けアンケート
（主に居住施設）

企業向けアンケート
（主に非居住地域）

調査対象 • 全国の都道府県・市区町村の
情報通信部局（及び関連部局）

• 全国の消費者（世帯構成員）
• 固定インターネットサービス

（FTTH、CATV、ADSL又は
FWA）、モバイルインターネットの
利用者

• 全国の民間企業・団体に所属する
従業員（本社・事業所等問わず）

• 自社の経営課題、デジタル基盤の
導入や利活用に関する判断権限
または知識を有する方

調査方法 • 総務省照会システム経由 • Webアンケート調査
• スクリーニング調査及び本調査の

２段階調査

• Webアンケート調査
• スクリーニング調査（約10万件）

及び本調査の２段階調査

抽出方法 • 全機関を対象とするため、抽出条
件無し

• アンケート調査会社の個人・世帯
モニタより抽出

• 都道府県 / 地域特性（政令指定
都市・特別区、左記以外の市、町
村） / 年代別の人口構成に基づく
割付と補正を実施

• アンケート調査会社の法人モニタ
より抽出

• 業態（一次産業、製造業、インフラ
業、情報通信業、モビリティ・流通、
商業、サービス業、公共等）/規模
（大規模・中堅・中小）別の組織数
構成に基づく割付と補正を実施

回収目標数 • 回収率8割程度（見込み） • 合計10,000件（本調査） • 合計3,000件（本調査）

調査項目 • 地域内の公共施設等のデジタル
基盤の整備状況及び課題

• デジタル基盤の維持管理の課題
• デジタル技術導入に係る課題 等

• 基本属性
• インターネット回線の利用状況
• インターネット利用時の課題
• 自宅外の利用状況 等

• 基本属性
• デジタル基盤の利用状況
• デジタル基盤に係る課題
• デジタル技術の活用意向 等

 地方公共団体・住民・企業を対象にアンケート調査及び定性的なヒアリング調査による深堀を実施中。

 主に非居住地域に着目し、企業向けアンケート及びヒアリング調査結果※について概要を報告。

表：アンケート調査の概要
※主に非居住地域の事例に着目し、企業を中心に一部地方自治体を含む

本資料の対象
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アンケート調査結果
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１．回答者属性

規模
※2

業種

合計(1)一次産業 (2)製造業 (3)インフラ業 (4)情報通信業 (5)モビリティ・
流通

(6)商業 (7)サービス業 (8)公共

大企業 63(1.8) 273(7.8) 177(5.1) 169(4.8) 229(6.6) 209(6.0) 152(4.4) 52(1.5) １,３２４(38.0)

中堅企業 126(3.6) 259(7.4) 95(2.7) 164(4.7) 165(4.7) 200(5.7) 154(4.4) 52(1.5) 1,215(34.9)

中小企業 105(3.0) 177(5.1) 100(2.9) 103(3.0) 39(1.1) 206(5.9) 164(4.7) 53(1.5) 947(27.2)

合計 294(8.4) 709(20.3) 372(10.7) 436(12.5) 433(12.4) 615(17.6) 470(13.5) 157(4.5) 3,486(100.0)

本調査における割付の枠組み及び有効回答数（括弧内は全体に占める割合※1）

勤務地（事務所等）で利用しているインターネット接続回線勤務地（事務所等）地域区分※3

勤務地（事務所等）の施設区分

50.5 39.8 9.7

政令指定都市・特別区 政令指定都市以外の市 町村

48.7 6.3 12.3 8.0 6.92.4

2.4
2.2 1.5 1.2

2.1

5.9

企業オフィス 一次産業施設(農業・林業等)

製造工場 商業施設・小売店舗

物流倉庫 公共施設（公共図書館、市民センター等）

教育施設（学術研究施設や大学のキャンパス等） 医療施設（病院やクリニック等）

ホテルや宿泊施設 データセンター

サテライトオフィス その他の施設

68.7

15.6

13.2

5.4

3.2

4.8

13.9

20.1

15.7

0% 20% 40% 60% 80%

光回線

専用線

ケーブルテレビ回線

ＤＳＬ回線

ＢＷＡ・ＦＷＡ

ＩＤＳＮ・電話回線

携帯電話回線（3G）

携帯電話回線（4G）

携帯電話回線（5G）

固
定
系

移
動
体
系

※2： 規模は中小企業庁の定義に基づく（従業員ベース） 企業及び団体を含む

※1:端数処理で合計が合わない場合がある

n=3,486

n=3,486

n=3,486

※3: 全都道府県を含む

 スクリーニング調査では全体傾向を把握するとともに、自社の経営課題、デジタル基盤の導入や利活
用に関する判断権限または知識、かつインターネット接続環境に対する課題意識を有する回答者を
抽出し、業態及び規模で割付し、本調査を実施（本調査の回答者属性は下図表のとおり）。

（複数回答）
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74.4 

47.7 

36.3 

26.7 

22.4 

15.8 

0.5 

13.1 

21.4 

18.1 

12.9 

11.7 

9.3 

8.9 

0.3 

52.4 

0% 20% 40% 60% 80%

基本的なインターネット接続やメール送受信

オンライン会議やチャットツール等の利用

クラウドサービス利用(データ共有、ファイルストレージ、バックアップ)

高速データ転送・大容量ファイルのDL・UL

リモートワーク用VPNアクセス、外部からの安全なアクセス

来客用インターネットアクセス提供、イベント・会議での利用

その他一般業務用途

一般業務用途には利用していない

セキュリティと監視（例：セキュリティカメラ、侵入検知システム）

デジタルマーケティング（例：オンライン広告、顧客DB分析と活用）

IoTデバイスの運用管理（例：生産ライン監視、在庫管理、環境モニタリング）

データ駆動型の意思決定（例：ビッグデータ分析やAI利用、顧客行動予測）

スマートファクトリー（例：自動化、品質管理向上、柔軟な生産体制構築）

上記以外のDX向け用途（例：従来ビジネスのデジタル化、新規サービス開発）

その他産業用途

産業用途には利用していない

２．インターネット接続環境の主な用途

 一般業務用途では、ネット接続やメール、オンライン会議等の基本的な利用が圧倒的。

 産業業務用途※1では、セキュリティやマーケティング利用が多い傾向。

インターネット接続回線※2の具体的な用途

一
般
業
務
用
途

産
業
業
務
用
途

n=44,046

スクリーニング調査結果

※1 企業・団体等の課題解決（業務効率化や付加価値創造等）において、通信環境とデジタル技術（クラウド・ＩｏＴ・ＡＩ・４Ｋ／８Ｋ・ドローン・ロボット等）を組み合わせたソリューション・サービスの利用

回答者のベース：スクリーニング調査回答者（約10万件）のうち
企業・団体等内の経営方針や通信環境実態等について一定の知識を有する回答者

（「利用していない」以外は複数回答）
※2 固定系・移動体系含む（以降同様）
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8.5 

15.6 

8.3 

7.1 

13.4 

58.8 

0% 20% 40% 60%

①整備エリア：ネット接続環境が

ない箇所あり

②通信速度：速度不安定、

速度が期待値未満

③維持・更新：環境の更新時期が近い

④維持・更新：保守・管理不十分

⑤顕在化していないが

将来的に課題になる可能性あり

⑥課題は特にない

３．インターネット接続環境に関する課題認識

 回答者全体の約4割が、インターネット接続環境に関する課題認識あり。

 特に、既存環境の通信速度に関する課題や、将来的に課題になる可能性についての認識が高い。

 大・中堅企業、デジタル化を進めている企業は通信速度に関する課題認識が高い傾向。

問：あなたがお勤めの事業所のインターネット接続環境について課題はありますか？
課題があればどのような課題が生じていますか？あてはまるものを全てお選びください。
課題の対象は、オフィスにおける一般的な業務用途の他、デジタル技術を活用したソリューションや
サービスと組み合わせた産業用途※も含みます。

課題認識あり
→ 約4割

インターネット接続環境に関する課題認識

うち顕在化
している課題

本調査の対象
として分析
（次頁以降）

20.2 

12.1 

8.3 

4.5 

27.1 

29.4 

19.1 

7.8 

16.5 

20.2 

11.5 

2.2 

11.7 

13.4 

10.7 

3.2 

0% 10% 20% 30%

積極的に導入・利用中(n=6135)

導入・利用に向けて計画・検討中

(n=5920)

導入・利用意向や問題意識有り(n=8430)

特に意向や問題意識無し(n=17492)

①

②

③

④

11.3 

9.6 

4.3 

20.1 

18.0 

8.2 

11.0 

10.3 

3.2 

8.6 

9.2 

3.4 

0% 10% 20% 30%

大企業(n=16783)

中堅企業(n=13118)

中小企業(n=14145)

①

②

③

④

スクリーニング調査結果

凡例の数字は
左図表側と対応

n=44,046

回答者のベース：スクリーニング調査回答者（約10万件）のうち
企業・団体等内の経営方針や通信環境実態等について一定の知識を有する回答者

（①～⑤は複数回答）

デジタル技術等※1の導入・利用状況別

企業規模別

凡例の数字は
左図表側と対応
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（参考）通信環境の利用状況 / 地域区分別

 地域区分によって、利用しているインターネット接続回線が異なる傾向がみられる。

 市区分は光回線、町村区分はケーブルテレビ回線の利用が多い。

インターネット接続回線の利用状況（地域区分別）

固
定
系

移
動
体
系

72.1 

17.0 

11.9 

5.8 

3.7 

4.9 

15.9 

20.0 

17.9 

67.7 

13.2 

12.2 

5.0 

2.1 

4.5 

11.6 

18.6 

13.6 

54.7 

18.0 

23.7 

4.4 

4.7 

5.6 

12.7 

26.6 

12.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

光回線（ＦＴＴＨ回線）(n=2395)

専用線(n=544)

ケーブルテレビ回線（ＣＡＴＶ回線）(n=459)

ＤＳＬ回線(n=187)

ＢＷＡ・固定無線回線（ＦＷＡ）(n=110)

ＩＤＳＮ・電話回線(n=169)

モバイル３Ｇ回線(n=485)

モバイル４Ｇ回線(n=701)

モバイル５Ｇ回線(n=546)

政令指定都市・特別区 政令指定都市以外の市 町村 （複数回答）



Copyright © Mitsubishi Research Institute 8

（参考）通信環境の利用状況 / 利用施設別

 利用施設によって、利用しているインターネット接続回線が異なる傾向がみられる。

 公共施設の光化率が他の施設区分と比べると相対的に低い。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

光回線（ＦＴＴＨ回線）(n=2395)

専用線(n=544)

ケーブルテレビ回線（ＣＡＴＶ回線）(n=459)

ＤＳＬ回線(n=187)

ＢＷＡ・固定無線回線（ＦＷＡ）(n=110)

ＩＤＳＮ・電話回線(n=169)

モバイル３Ｇ回線(n=485)

モバイル４Ｇ回線(n=701)

モバイル５Ｇ回線(n=546)

わからない(n=0)

企業オフィス

一次産業施設(農業・林業等)

製造工場

商業施設・小売店舗

物流倉庫

公共施設（公共図書館、市民センター等）

教育施設（学術研究施設や大学のキャンパス等）

医療施設（病院やクリニック等）

ホテルや宿泊施設

データセンター

サテライトオフィス

その他の施設

固
定
系

移
動
体
系

（複数回答）インターネット接続回線の利用状況（利用施設別）



Copyright © Mitsubishi Research Institute 9

問：特にインターネット回線の通信性能の課題について、お勤めの事業所や組織で
はどのような支障や問題が生じていますか。
※対象：デジタル技術を活用したソリューションやサービスと組み合わせた産業用途

通信性能の課題で生じている支障や問題

 業務全般以外では、教育分野における通信環境が課題となっている割合が高い。

 本来運用すべきアプリの利用や業務運営等において支障や問題が生じている。

n=1,637

34.1 

31.3 

22.1 

14.6 

9.4 

0.1 

11.2 

0% 10% 20% 30% 40%

施設で本来運用すべきアプリケーションの利用

業務運営の問題

サービス品質と顧客満足度の低下

事業継続性とリスク管理の課題

ビジネス拡張性と市場対応力の制限

その他

（通信性能上の課題はあるが）

支障や問題は生じていない

施設で本来運用すべきアプリケーションの利用不可、新たなデジタル技術やソリューションの導入ができない等

業務や施設運営を適切に行うことができない、
データアクセス遅延やリモートワークの効果低下等業務効率と生産性の低下等）

顧客サポートへの問い合わせ応答時間の遅延、オンラインサービスの品質と信頼性の低下等

通信障害によるビジネス継続計画（ＢＣＰ）の問題、重要業務の回復時間と復旧手順の不備等

新規顧客や市場へのアクセス制限、ビジネスモデルのデジタル化の遅延等

49.6 

25.2 

14.5 

13.7 

13.6 

10.6 

10.2 

9.4 

6.4 

6.1 

16.3 

0.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

業務全般

教育

防災・防犯

工業・製造業

医療・ヘルスケア

環境管理

モビリティ

農業

産業振興

観光・文化

課題はない

その他

課題が生じている用途・分野

問：デジタル技術の検討・導入にあたり、現在、どのような用途・分野において、
通信環境（ネットワーク）が課題となっていますか。

n=3,486

例：業務プロセスのオートメーション、文書管理システム、社内外コミュニケーションのデジタル化等）

例：デジタル学習ツール、オンライン教育プラットフォーム、教育コンテンツのデジタル化等）

例：セキュリティ監視システム、サイバーセキュリティ対策、危機管理のデータ分析、従業員安全プログラムのデジタル化等

例：スマートファクトリー、生産ラインのオートメーション、品質管理のデータ分析、在庫管理システム等

例：健康記録管理、テレヘルスサービス、ウェルネスプログラムのデジタル化等

例：エネルギー管理、環境影響評価ツール、持続可能なオペレーションのためのデータ分析等

例：自動運転、物流最適化システム、リアルタイム配送追跡、スマート物流等

例：精密農業技術、サプライチェーン管理、食品追跡システム、生産管理のデータ分析等

例：ビジネスプロセスのデジタル化、スタートアップ支援、デジタルマーケティング等

例：バーチャル展示会、オンラインブッキングシステム、顧客体験管理、イベントのデジタルプロモーション等

４．通信環境が課題となっている分野と支障・問題

回答者のベース：通信性能などの面からインターネット接続環境について課題認識を有する回答者回答者のベース：本調査の全回答者
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5．通信性能に関する具体的な問題

34.6 

34.2 

21.0 

12.6 

9.3 

10.1 

0% 10% 20% 30% 40%

通信の安定性の問題

通信速度の不足

帯域幅の制限

遅延の問題

接続範囲の限定

ネットワークの負荷

問：具体的にどのような通信性能の問題に該当しますか？
対象：デジタル技術を活用したソリューションやサービスと
組み合わせた産業用途

通信性能に関する具体的な問題

利用施設別

 通信性能に関する具体的な問題は「通信の安定性」と「通信速度の不足」が多い。

 施設別に異なる傾向が見られ、一次産業の施設は「通信速度の不足」、公共施設は「通信の安定性の
問題」が特に高い。光回線以外の回線を利用していることが理由と考えられる。

n=1,637

ダウンロード/アップロード速度が遅く、データ送受信に時間がかかる、ダウンロード中に遅延が発生

頻繁に通信が途切れるまたは不安定、接続が途切れたり一時的なサービス中断が発生

同時に複数ユーザが高帯域幅を使用するアプリケーション（ビデオ会議など）接続すると速度が著しく低下、
少人数のユーザでも超高帯域幅を使用するアプリケーション（大容量データ転送など）で性能が低下

インターネット経由での通信に遅延があり、リアルタイムでの反応が困難、
リアルタイムビデオ通話など、低遅延性が求められるアプリケーションでのパフォーマンス低下

施設の一部のエリアのみで接続可能で、他のエリアでは接続できない、
屋内外の特定の場所でのみ通信環境が良く、他の場所では悪い

多くのユーザーが同時に接続するとネットワークが過負荷になり、パフォーマンスが低下
ピーク時（例：学校での休憩時間、病院の診察時間など）に接続の質が低下す

公共施設系

31.6 

28.7 

33.1 

36.6 

38.0 

37.9 

42.9 

47.2 

54.2 

35.9 

45.2 

35.1 

31.3 

26.4 

24.1 

25.0 

18.9 

27.1 

21.9 

18.3 

20.1 

24.4 

15.7 

20.7 

21.4 

26.4 

25.0 

14.0 

11.3 

10.9 

9.9 

15.7 

20.7 

14.3 

5.7 

12.5 

9.7 

4.3 

13.4 

9.9 

8.3 

24.1 

0.0 

3.8 

6.3 

12.6 

4.3 

9.2 

6.1 

12.4 

6.9 

3.6 

3.8 

6.3 

0% 20% 40% 60%

オフィスビル内の企業オフィス(n=772)

農業・林業など一次産業に係る施設(n=115)

工業団地内の製造工場(n=239)

商業施設や施設内の小売店舗(n=131)

物流倉庫(n=121)

ホテルや宿泊施設(n=29)

公共施設(公共図書館や市民センター等)(n=56)

教育施設(学術研究施設や大学キャンパス等)(n=53)

医療施設(病院やクリニック)(n=48)

通信の安定性の問題 通信速度の不足 帯域幅の制限

遅延の問題 接続範囲の限定 ネットワークの負荷

（複数回答）

（複数回答）

回答者のベース：通信性能などの面からインターネット接続環境について課題認識を有する回答者
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（参考）通信性能に関する具体的な問題 / 回線種類別

35.2 

33.7 

21.5 

14.3 

10.5 

11.5 

34.8 

38.3 

26.2 

17.6 

13.7 

16.9 

34.4 

43.3 

27.8 

16.3 

12.6 

15.2 

42.2 

40.7 

31.1 

20.0 

14.8 

14.1 

40.2 

51.1 

34.8 

22.8 

20.7 

26.1 

43.4 

39.8 

32.5 

26.5 

24.1 

30.1 

34.6 

40.5 

28.2 

18.3 

15.3 

14.3 

31.8 

37.5 

23.5 

22.1 

17.5 

16.0 

33.7 

35.3 

24.2 

24.2 

16.3 

22.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

通信速度の不足（n=844）

通信の安定性の問題（n=789）

帯域幅の制限（n=369）

遅延の問題（n=255）

接続範囲の限定（n=165）

ネットワークの負荷（n=209）

光回線（ＦＴＴＨ回線） 専用線 ケーブルテレビ回線（ＣＡＴＶ回線）

ＤＳＬ回線 ＢＷＡ・固定無線回線（ＦＷＡ） ＩＤＳＮ・電話回線

モバイル３Ｇ回線 モバイル４Ｇ回線 モバイル５Ｇ回線

 ケーブルテレビ回線は通信の安定性に問題が多い

 5G回線は他モバイル回線よりネットワーク負荷の問題が多い

固定系

移動体系

通信性能に関する具体的な問題（利用している回線種類別）

（複数回答）
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6．課題の原因に関する認識

23.8 

23.5 

20.2 

17.1 

14.3 

12.5 

7.8 

6.7 

6.3 

5.6 

0% 10% 20%

インターネット接続環境の老朽化

設備の容量不足

メンテナンスとアップグレードの不足

技術更新の遅れ

インターネット接続環境のセキュリティ問題

資金不足

地理的な制約

サービスプロバイダの限定

利用者のデジタルリテラシーの不足

利用者のニーズの変化

問：課題の原因について、想定されるものをお選びください。うち提供事業者などへの
問い合わせを含め確認・検証されている項目についてそれぞれあてはまるものを全て
お選びください。

課題の原因に関する想定

 回答者が想定する課題の原因は、「インターネット接続環境の老朽化」「設備の容量不足」「メンテナン
スとアップグレードの不足」が上位。中小企業や一次産業においては老朽化の回答率が高い傾向。

古い設備や機器により、通信要求に対応できていない

ユーザ数の増加やデータ使用量の増大に対応できない

定期的なメンテナンスや技術的アップグレードが不十分

最新の技術へのアップデートが遅れている

サイバーセキュリティの弱点により、ネットワークの信頼性や安全性が損なわれている

予算の制約により、必要な改善やアップグレードが実施できていない

地形や建物の構造による通信の障害等が発生している

選択可能なインターネットサービスプロバイダの不足やサービスの質の低さが顕在化している

利用者に必要なデジタルスキルが不足しているため、ネットワークの有効活用が難しい

テクノロジーの進化とともに、利用者の期待や要求が高まり、現在のネットワークでは満たせない

20.7 

24.5 

30.8 

25.9 

22.3 

19.4 

22.9 

19.1 

14.8 

18.7 

17.9 

10.6 

15.1 

15.2 

9.9 

0% 10% 20% 30% 40%

大企業(n=750)

中堅企業(n=624)

中小企業(n=263)
インターネット接続環境の老朽化

設備の容量不足

メンテナンスとアップグレードの不足

技術更新の遅れ

インターネット接続環境のセキュリティ問題

企業規模別

業種別

n=1,637

43.0 

19.6 

24.1 

15.8 

26.8 

24.9 

21.8 

15.7 

18.2 

27.2 

18.4 

28.5 

24.7 

18.5 

21.8 

34.3 

18.2 

19.6 

20.7 

23.5 

21.1 

17.8 

18.4 

27.1 

13.9 

16.0 

13.8 

20.8 

20.5 

15.7 

19.6 

17.1 

8.5 

16.2 

9.8 

16.7 

16.3 

16.0 

14.0 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40%

一次産業(n=165)

製造業(n=357)

インフラ業(n=174)

情報通信業(n=221)

モビリティ・流通(n=190)

商業(n=281)

サービス業(n=179)

公共(n=70)

（複数回答）

上位5つ

回答者のベース：通信性能などの面からインターネット接続環境について課題認識を有する回答者
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26.4 

9.5 

4.4 

32.9 

51.5 

40.2 

29.1 

31.3 

43.6 

7.8 

5.1 

9.6 

3.8 

2.6 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全社的に取組んでいる(n=602)

一部の部門において取組んでいる(n=970)

部署ごとに個別で取組んでいる(n=594)

大きな格差を感じている やや格差があると感じている

あまり格差があるとは感じていない 全く格差を感じていない

分からない

7．通信環境の地域間格差に対する認識

 全体の半数弱が通信環境の充実度について地域間格差があると認識あり。

 その割合は、町村における組織やDXに取り組んでいる組織ほど高い傾向が見られる。

問．お勤めの地域における通信環境の充実度について、他の地域と比べて格差があると
感じていますか。

通信環境の充実度に関する地域間格差に対する認識

地域区分別

DXに関連する取り組み状況別

n=3,486

大きな格差を

感じている, 

11.2 

やや格差があると感じ

ている, 36.7 あまり格差が

あるとは感じ

ていない, 

34.1 

全く格差を感

じていない, 

8.9 

分からない, 

9.2 

11.0 

10.4 

15.4 

35.9 

37.4 

37.9 

34.7 

34.1 

30.5 

9.9 

8.1 

6.8 

8.5 

10.1 

9.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

政令指定都市・特別区(n=1762)

政令指定都市以外の市(n=1386)

町村(n=338)

大きな格差を感じている やや格差があると感じている

あまり格差があるとは感じていない 全く格差を感じていない

分からない

地域格差に対する
認識あり

→ 半数弱

回答者のベース：本調査の全回答者
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8．デジタル基盤活用に係る課題認識

34.5 

32.2 

27.1 

22.7 

19.9 

18.2 

14.9 

10.9 

16.6 

0% 10% 20% 30% 40%

新しい技術への移行に関連する課題

データ使用量の増加による帯域幅の圧迫

サイバーセキュリティとデータプライバシー

デジタル分断の問題

システムの複雑化による管理の困難化

長期的なメンテナンスとサポートの問題

利用者のデジタルリテラシーと受容性

規制や計画の遅れ

わからない、特にない

 今後のデジタル技術の導入に係る将来課題については、「（5G・光ファイバー等）新しい技術への移
行」や「帯域幅の圧迫」が3割以上であり、全般的に通信環境に係る課題認識が高い。

 今後の通信環境への期待として、費用低廉化に次いで「導入・利活用に関する豊富な情報」も高い。

問：デジタル技術の導入が進展することによって将来的に課題になると想定される
内容について当てはまるものをお選びください。

デジタル技術の導入に係る将来課題

n=3,486

５Ｇや高速光ファイバーなど新技術への移行に伴う技術的・財政的な挑戦、既存のインフラとの互換性や統合の問題

大量のデータトラフィックによりネットワークの過負荷が発生する可能性。ピーク時の速度低下や接続の不安定化

データ漏洩、サイバー攻撃のリスク増大、プライバシー保護とデータの適切な管理

本社と支社など特定地域間のアクセス格差。高齢者などデジタル化に取り残されるリスクのある集団

複数のデジタルシステムの統合と管理の複雑さ。技術的な専門知識が必要なスタッフの不足

持続可能なシステムのメンテナンスと技術サポートの確保。新技術へのアップデートやアップグレードの必要性

ユーザや従業員のデジタルスキルと技術への適応。新しいテクノロジーに対する抵抗や不安

デジタル化に関連する社内ポリシーやルールの整備の遅れ。デジタル技術の急速な進化に対応する計画の策定

大量のデータトラフィックによりネットワークの過負荷が発生する可能性。ピーク時の速度低下や接続の不安定化

問：今後の通信環境（ネットワーク）の利用（更新・高度化含む）において、どのような
環境を期待しますか。

今後の通信環境に対する期待

n=3,486

32.1 

26.5 

26.4 

23.6 

22.6 

19.7 

17.2 

17.0 

10.6 

14.4 

0% 10% 20% 30% 40%

通信回線・ネットワーク関連費用の低廉化

保守・運用など間接的な費用の低廉化

導入・利活用に関する豊富な情報

高度な通信回線と連携できるデバイスやアプ

リの開発環境

通信環境の設計や改善に資する技術の高度化

や体制構築

多様なデバイスやアプリに資するエコシステム

の発展

多様なベンダー機器の相互接続環境や標準化

柔軟なネットワークや計算資源等の利用や調

達環境

活用分野に係る法制度・規制の整備

特にない

（複数回答） （複数回答）

回答者のベース：本調査の全回答者
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9．アンケート調査結果まとめ

 企業・団体等全体の約4割がインターネット接続環境に関して、将来的に課題になる可能性も含
めて、課題があると認識。

 通信性能では「通信の安定性」と「通信速度の不足」の問題が多く、一次産業に係る施設は「通
信速度の不足」、公共施設は「通信の安定性の問題」が特に多い。

 中小企業や一次産業の多くが課題の原因と想定しているのは「インターネット接続環境の老朽
化」。

 町村やDXに取り組んでいる企業ほど通信環境の地域間格差を感じている。

 デジタル技術の導入において、通信環境が将来課題になると考えている企業が多く、 「導入・
利活用に関する豊富な情報」を期待している。

 多くの企業が現在および将来において通信環境に課題があると認識しており、高速で安定し
た通信を求めている。しかし、産業別では一次産業や公共において、通信環境の老朽化等によ
り満足した環境を得られておらず、特にDXの利活用に関心がある企業ほど多い。こうした
ニーズに応えるための施策等が求められるのではないか。
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ヒアリング調査結果
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１．主に非居住地域に係る事例（産業振興 一次産業）

区分
(人口/規模)

用途 課題の概要 地域の特徴・ポイント

自治体/
町村
(0.5万人)

農業

• 昨年度から少しずつICT活用に取り組んできており、農薬散布等で
のドローン活用、農機自動運転等に取り組んでいく見込み。

• みかん等の果物の農地エリアは山あいになりキャリアLTE網の電波
が入りにくい。今後、キャリアLTE網が繋がらないことが課題に
なってくる恐れがある。

• 町の重要な地場産業
• 面的活用のため不感地対策が
不可欠

牧場
(中小)

畜産業

• IPカメラにWiFiを接続し牛群管理。牛の命に直結するため、映像
品質担保のための一定の通信速度が必要。

• 停電が発生しやすい地域で、昨年は豪雨災害で停電により３～４日
通信が途絶し長時間影響が出た。

• 重要な地場産業
• 災害時のバックアップが必要

自治体/
市
（10万人）

農業等

• 稲の育成状況や有害鳥獣の監視をしたいというニーズはあるが、
キャリアLTEの電波も届かない。就農者減少は歯止めがかからず、
食料自給率にも影響が出るのではないかと懸念。

• 寺院が山頂にあり、光回線が敷設できず、ADSL回線を使って本山
とオンライン会議をしているが、通信不安定で支障あり。Starlink
の利用を考えたが、費用が障壁。光ファイバエリア外はADSLサー
ビス継続を義務付けられないか。

• 市の重要な地場産業
• 面的活用のため不感地対策が
不可欠

• ADSL廃止に伴う課題

自治体/
町村
（0.9万人）

農業
畜産業

• 一昨年ADSLを止める話しがあり、光ファイバ網に乗り換えの話し
になったが、新設になるので個人事業者では加入負担金が重い負
担になる。

• 町の重要な地場産業
• 運営は民間
• ADSL廃止に伴う課題

 DX化のニーズはあるが、通信環境がボトルネックとなり足踏みする事例あり。

 ADSL廃止後の代替回線がないことや費用負担に対して不安に感じている。
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区分
(人口/規模)

用途 課題の概要 地域の特徴・ポイント

建設会社
(中小)

建設業

• 建設現場の事務所をキャリア網内に設置するため、電波が届く
ところを探す必要があり苦慮。ICT建機とのデータ授受のため、
建機をキャリア網内まで移動する必要がある。

• 遠隔で竣工検査等を実施できる設備環境はあるが、電波品質
が悪いと支障が出る。

• 町の重要な地場産業
• 建設現場のデジタル化にキャ
リア網または自営網は不可欠

キャンプ場
支援会社
(個人)

観光業

• キャンプ施設を各所に展開。LINEを用いたセルフチェックイン
システムを導入しているが、山間部等のキャリア網外の施設で
は利用不可。

• 小規模キャンプ場では費用面で導入が進まない。

• 重要な観光資源
• デジタル化は運営側・利用側
にとって不可欠

• 費用面の支援が必要

自治体/
市
(13万人)

産業振興

• ライブイベントがしばしば開催されるが、5,000人～10,000
人集まると携帯が繋がらず、「キャッシュレス決済を活用して
キッチンカーでモノを買いたいのに使えない」、「ライブ演出で
通信環境が不安定だと演出が限られる」等の苦情あり。

• 市の重要な地場産業
• 地域振興にとって不可欠

農場
(中小)

観光型農業

• 宿泊施設と提携し観光型農場を経営。
• モバイルWiFiを利用しているが、観光客が来訪し10台以上が同時

多接続すると通信品質悪化。
• 光回線未達のためキャッシュレス決済システムが使えず、海外観光

客にとって不便。

• 重要な地場産業
• 観光誘致のため光回線は不可
欠

ホテル
(中小)

観光業

• 光ファイバ未達のためStarlinkを使って、宿泊者用にWiFiス
ポットを整備。ただ通信容量が足りず通信不安定になる。

• ADSL回線もあり、全体の通信費用が高額。

• 重要な地場産業
• 観光客にとって安定した通信
環境は不可欠

１．主に非居住地域に係る事例（産業振興 一次産業以外）

 一次産業と同様にDX化に取り組んでいるが、キャリア網のカバー範囲や品質により支障あり。

 観光業は大容量・高品質なネット接続環境が求められる。費用面も課題。
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１．主に非居住地域に係る事例（モビリティ）

 モビリティサービスは移動経路含めキャリア網のエリアカバーは必須。

区分
(人口/規模)

用途 課題の概要 地域の特徴・ポイント

自治体/
町
(0.9万人)

農業
物流

• ドローンに力を入れている。幅広いエリアにドローンを飛ばす
には、回線が途中で切れることがないようにしないといけない。
山間地に入ると届かないようだと運用上課題となる。

• （猟犬代わりで）イノシシ駆除にドローン活用という話もある。
• 物流関係でも実証実験が始まっているが、不感地エリアを避け

てドローンを飛ばす必要が生じている。
• スマートシティMaaSでも、繋がらないエリアがあるとそこを回

避したルートにしないといけなくなる。

• 重要な地場産業
• モビリティ活用のため不感地
対策が不可欠

バス会社
(中小)

運輸

• 位置情報やタイヤのセンサーデータの活用、AIデマンドバスの
導入などデジタル化を推進。

• 山間部等キャリアの電波が届かないエリアで配車ができず、ま
たバスと事務所間の通信ができず利用面・業務面で支障。

• 重要な公共サービス
• モビリティ活用のため不感地
対策が不可欠

配車
サービス
(中小)

配送

• ドローンによる遠隔地や過疎地への配送サービス等を検討し
ているが、移動経路の電波環境が悪く提供できない。

• MaaSとして全住民に対して不平等にならないようにサービス
を提供する場合には、通信環境が整備されていない状況も想
定した、オフラインでも利用できるアプリケーションが必要。

• 重要な公共サービス
• モビリティ活用のため不感地
対策が不可欠

自治体/
市
(13万人)

交通

• 東名と第二東名において2回、予防的な通行止めあり。県道回
路に車が大量に押し寄せたが、山間部でTV放送波が届かず、
車載TVで渋滞情報を取れない事態が発生。

• 議員からも要望があり、また今後も予防的な通行止めが増える
のではという懸念。

• 市民への基礎的公共サービス
• 安心安全のため不可欠
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２．ヒアリング調査結果まとめ

 一次産業や二次産業では、ドローンや自動運転、遠隔監視、データ活用などDXの取組に関心
があるが、光回線が届いていない等の理由により低速で不安定な通信環境にあり、思う通りに
活用できていない。

 ADSL回線廃止の案内を受け、代替回線が示されず、Starlink等最新技術も費用面で手が届
かない。

 観光業・宿泊業では、無人接客システムや大人数の来訪に必要な通信環境が整備できておらず、
観光客に満足したサービスを提供できないケースがある。

 モビリティサービスは、キャリア網の面的カバーが必要だが、需要の高い山間部等ほどエリアカ
バーされておらず、サービス提供に支障が出ている。

 人口減少・高齢化・過疎化の影響が特に大きい地方部や一次・二次産業においては、モビリティ
をはじめとしたデジタル化の効果に期待が高いことから、高速で安定した通信環境のニーズが
高い。また、観光・宿泊等のサービス業においては、海外旅行客が利用できるWi-Fi等通信環境
の確保は、ポストコロナ禍のインバウンド需要増への対応の観点から重要になると考えられる。






